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第２章 災害廃棄物発生量の推計 

１ 地震・津波による災害廃棄物 

（１）推計方法 

○ 地震災害については、想定活断層による５ケースと各市町中心部直下の震源を想定し

た１６ケースを選定した。 

○ 津波被害については、「津波浸水想定について（解説：第２版）(平成２８年１０

月)」で選定された最大クラスの津波６ケースを選定した。 

○ なお、発生量の推計方法については、｢災害廃棄物対策指針（技術資料）｣に示された

手法を用いて推計した。 

 

表2-2-1-1 震源として想定した活断層 

活断層 
地震規模 

(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ) 

断層の長さ 

(km) 

県
内 

断①雲仙地溝北縁断層帯 7.3 31 

断②雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動 

（南縁連動） 
7.7 49 

 
雲仙地溝南縁東部断層帯 7.0 21 

雲仙地溝南縁西部断層帯 7.2 28 

断③島原沖断層群 6.8 14 

断④橘湾西部断層帯 6.9 18 

断⑤大村－諫早北西付近断層帯 7.1 22 

出典：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（平成 18 年 3月） 

 

表2-2-1-2 震源とした市町（中心部直下） 

長崎・島原半島 西彼杵半島・県央 県北・壱岐 対馬・五島 

直①長崎市 

（長与町、時津町） 
直④諫早市 

直②佐世保市 

（佐々町） 
直⑧対馬市 

直③島原市 直⑤大村市 
直⑥平戸市 

（鹿町町） 
直⑩五島市 

直⑫雲仙市 直⑪西海市 
直⑦松浦市 

（江迎町） 
直⑮小値賀町 

直⑬南島原市 
直⑭東彼杵町 

（川棚町、波佐見町） 
直⑨壱岐市 直⑯新上五島町 

注 1）市町は、平成 18 年 3月 31 日現在。 

注 2）カッコ内の町については、隣接市町の影響範囲にあるものとして直下の活断層を想定した震度 

予測は行っていない。 

出典：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（平成 18 年 3月）  
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＜災害廃棄物の発生量推計方法＞ 

①揺れ、液状化等による災害廃棄物 

地震の揺れや地震で発生する液状化等を原因とする建物の倒壊で発生する廃棄物を対

象とする。 

災害廃棄物の発生量推計方法は、「災害廃棄物対策指針（技術資料）」で示された手法を

用いて推計した。 

 

①災害廃棄物発生量（ｔ）＝原単位（ｔ/棟）×被害戸数（棟） 

 

利用した発生原単位は、表に示すとおりである。 
 

表 2-2-1-3 利用した災害廃棄物の発生原単位 

対 象 原単位（t/棟） 

全壊家屋 117 

半壊家屋 23 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-1 

 

②火災焼失に伴う災害廃棄物 

地震により倒壊した建物が火災で焼失した場合、その分災害廃棄物は減量化する可能性

があるため、揺れや液状化等による被害家屋とは厳密に区別しなければならない点に注意

が必要である。 

アセスメント調査の断層帯による地震被害想定では、揺れや液状化による被害とは別に

火災焼失による被害を整理してあるため、技術資料【技 1-11-1-1】で示された手法を用

いて火災焼失に伴う災害廃棄物の発生量を推計した。利用した原単位は、表 2-2-1-4 に示

すとおりである。 

なお、直下型地震については、火災焼失に伴う被害が想定されていないため、直下型地

震については火災焼失に伴う災害廃棄物は含まない。 

 

②災害廃棄物発生量（ｔ）＝原単位（ｔ/棟）×被害戸数（棟） 

 

表 2-2-1-4 火災焼失に伴う災害廃棄物の発生原単位 

対 象 原単位（t/棟） 全壊家屋（117t/棟）に対する減量率 

木造建築物 78 34％ 

非木造建築物 98 16％ 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-1    

 

③津波による災害廃棄物 

津波による建物の倒壊で発生する災害廃棄物を対象とする。津波による災害廃棄物は倒

壊した家屋だけでなく、家財道具等が床上・床下浸水する事で発生する廃棄物も考慮する。 

災害廃棄物の発生量推計方法は、「災害廃棄物対策指針（技術資料）」で示された手法を

用いて推計した。 
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③災害廃棄物発生量（ｔ）＝原単位（ｔ/棟）×被害戸数（棟） 

 

表 2-2-1-5 津波による災害廃棄物の発生原単位 

被害区分 発生原単位 

全壊 117t/棟 

半壊 23t/棟 

床上浸水※１ 4.60t/世帯 

床下浸水※１ 0.62t/世帯 

※1災害時に世帯数が確認できない場合は t/棟とする。 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-1 

 

④津波堆積物 

津波堆積物の発生量は、「津波浸水想定について」で示された浸水区域の面積を算出し、

表 2-2-1-6 に示す原単位を用いて算出した。 

 

④津波堆積物発生量（ｔ）＝原単位（ｔ/㎡）×浸水区域面積（㎡） 

 

表 2-2-1-6 津波堆積物の発生原単位 

区 分 原単位（t/㎡） 

浸水面積 0.024 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-1 

 

⑤種類別廃棄物発生量 

推計した災害廃棄物について、表 2-2-1-7 に示す種類別割合を用いて、種類別の発生

量を求めた。 

 

⑤種類別廃棄物発生量（ｔ）＝災害廃棄物発生量（ｔ）×種類別割合（％） 

 

表 2-2-1-7 災害廃棄物の種類別割合 

種類 全壊 半壊 
火災 

床上浸水 床下浸水 
木造 非木造 

可燃物 18％ 18％ 0.1％ 0.1％ 56％ 56％ 

不燃物 18％ 18％ 65％ 20％ 39％ 39％ 

ｺﾝｸﾘｰﾄがら 52％ 52％ 31％ 76％   

金属くず 6.6％ 6.6％ 4％ 4％ 5％ 5％ 

柱角材 5.4％ 5.4％ 0％ 0％   
出典：全壊、半壊、火災に係る種類別割合は、環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-1  

床上浸水、床下浸水に係る種類別割合は、「大分県災害廃棄物処理計画」          

 

（平成 26 年 3月 環境省） 
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表2-2-1-8 各市町別の震度の範囲 

想定地震  
雲仙地溝北縁 

断層帯 

雲仙地溝南縁 

東部断層帯と西部 

断層帯の連動 

島原沖断層群 橘湾西部断層帯 

大村－諫早 

北西付近 

断層帯 

地震規模  M7.3  M7.7  M6.8  M6.9  M7.1  

1  長崎市  震度 4－6 弱  震度 4－6 強  震度 3－5 弱  震度 4－6 弱  震度 4－6 弱  

2  佐世保市  震度 3－5 弱  震度 4－5 強  震度 3－4  震度 3－5 弱  震度 4－5 強  

3  島原市  震度 6 弱－6 強  震度 6 弱－6 強  震度 5 弱－6 弱  震度 4－5 弱  震度 5 弱－5 強  

4  諫早市  震度 5 強－6 強  震度 5 強－6 強  震度 4－5 弱  震度 4－6 弱  震度 5 強－6 強  

5  大村市  震度 5 弱－6 弱  震度 5 強－6 強  震度 4－5 弱  震度 4－5 強  震度 6 弱－6 強  

6  平戸市  震度 3－4  震度 3－4  震度 3  震度 3－4  震度 3－4  

7  松浦市  震度 3－4  震度 4  震度 3－4  震度 3－4  震度 4－5 弱  

8  対馬市  震度 3  震度 3  震度 3  震度 3  震度 3  

9  壱岐市  震度 3－4  震度 3－4  震度 3  震度 3  震度 3－4  

10  五島市  震度 3－4  震度 3－4  震度 3  震度 3－4  震度 3－4  

11  西海市  震度 4－5 弱  震度 4－5 強  震度 3－4  震度 3－5 弱  震度 4－5 強  

12  雲仙市  震度 6 弱－6 強  震度 5 強－6 強  震度 4－5 強  震度 4－5 強  震度 5 弱－6 弱  

13  南島原市  震度 5 強－6 弱  震度 6 弱－6 強  震度 4－5 強  震度 4－5 強  震度 4－5 弱  

14  長与町  震度 5 強  震度 5 強－6 弱  震度 4  震度 5 弱－5 強  震度 5 強－6 弱  

15  時津町  震度 4－5 強  震度 5 弱－6 弱  震度 3－4  震度 4－5 強  震度 5 弱－6 弱  

16  東彼杵町  震度 4－5 強  震度 4－5 強  震度 3－4  震度 4－5 弱  震度 5 強－6 強  

17  川棚町  震度 4－5 弱  震度 4－5 弱  震度 3－4  震度 4  震度 5 弱－6 弱  

18  波佐見町  震度 4－5 弱  震度 4－5 強  震度 3－4  震度 4  震度 5 弱－5 強  

19  小値賀町  震度 3－4  震度 4  震度 3  震度 3－4  震度 3－4  

20  江迎町  震度 4  震度 4  震度 3  震度 4  震度 4－5 弱  

21  鹿町町  震度 3－4  震度 4  震度 3  震度 3－4  震度 4－5 弱  

22  佐々町  震度 4  震度 4  震度 3  震度 3－4  震度 4  

23  新上五島町  震度 3－4  震度 4  震度 3  震度 3－4  震度 3－4  

雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動については、地盤の軟弱な場所で一部震度７となることが予測される。 

出典：「長崎県地域防災計画」震災対策編  
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図2-2-1-9 地表における推計震度分布（震源：雲仙地溝北縁断層帯） 

 

 
 

図2-2-1-10 地表における推計震度分布 

（震源：雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動） 
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図2-2-1-11 地表における推計震度分布（震源：島原沖断層群） 

 

 
   図2-2-1-12 地表における推計震度分布（震源：橘湾西部断層帯） 
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図2-2-1-13 地表における推計震度分布（震源：大村諫早北西付近断層帯） 

 

○ 「津波浸水想定について」で想定された地震断層は 6ケースで、浸水区域はこの 6ケー

スの津波浸水シミュレーションの結果を重ね合わせ、最大となる浸水域、最大となる浸

水深で浸水区域を求めている。 

【参考】「津波浸水想定について」で選定した最大クラスの津波について 

平成２６年３月に長崎県が公表した、長崎県沿岸に最大クラスの津波をもたらすと想定さ

れる５つの津波断層モデルに加え、本改定版では、国土交通省・内閣府・文部科学省が平成

２６年８月に公表した「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の西山断層及び北

方延長部の断層（F60）大すべり左側による津波断層モデルを選定しました。 

 

＜選定した最大クラスの津波＞ 

１）平成 26 年 3 月公表（第１版）で選定した津波断層モデル 

①南海トラフケース５、②南海トラフケース 11、 

③大村-諫早北西付近断層帯、④雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動、 

⑤対馬海峡東の断層 

２）今回（第２版）で追加して選定した津波断層モデル 

⑥西山断層及び北方延長部の断層（F60）大すべり左側 



 

38 
 

 

出典：長崎県「津波浸水想定について（解説：第２版）」（平成 28 年 10 月） 

図 2-2-1-14 津波断層モデル（南海トラフケース５、ケース１１） 

 

 

対象
津波

海溝型地震

「南海トラフの巨大地震モデル検討会」公表（H24.8.29）による想定地震津波

ケース５ ケース11

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ

Mw=9.1

使用
モデル

南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）モデル

概

要

○　内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」で検討された南海トラフのうち

長崎県内の沿岸に影響が大きいと考えられるケースを選定。

地
盤
の
鉛
直
方
向

変
動
量
分
布

震
源
域

説
明
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出典：長崎県「津波浸水想定について（解説：第２版）」（平成 28 年 10 月） 

図 2-2-1-15 津波断層モデル（大村-諫早北西付近断層帯、 

      雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動） 

 

0m

2m

-2m

対象
津波

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ
使用
モデル

概

要

地
盤
の
鉛
直
方
向

変
動
量
分
布

震
源
域

説
明

活断層型地震
「長崎県独自モデル」による想定地震津波

大村-諫早北西付近断層帯
雲仙地溝南縁東部断層帯と

西部断層帯の連動

Mw＝6.7 Mw＝7.1

長崎県モデル

○ 平成18年長崎地震発生想定委員

会によって設定された、独自モデ

ル。

○ 地震調査研究推進本部の長期評価

が実施された断層モデルのうち、

長崎県内の沿岸に影響が大きいと

考えられるケース。

「長崎県地震等防災ｱｾｽﾒﾝﾄ調査報告書、
長崎県（H18.3）」より抜粋、加筆

「長崎県地震等防災ｱｾｽﾒﾝﾄ調査報告書、
長崎県（H18.3）」より抜粋、加筆
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出典：長崎県「津波浸水想定について（解説：第２版）」（平成 28 年 10 月） 

図 2-2-1-16 津波断層モデル（対馬海峡東の断層、西山断層及び北方延長部の断層 

（F60）大すべり左側） 

対象
津波

ﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞ
使用
モデル

概

要

地
盤
の
鉛
直
方
向

変
動
量
分
布

震
源
域

説
明

活断層型地震
「長崎県独自モデル」による
想定地震津波

活断層型地震
「日本海における大規模地震に関する
調査検討会」公表（H26.8.26）による
想定地震津波

対馬海峡東の断層
西山断層及び北方延長部の断層

（ F60） 大すべり左側

Mw＝7.4 Mw＝7.6

佐賀県(H22)モデル
日本海における大規模地震
に関する調査検討会モデル

○ 「佐賀県地震・津波等減災対策調

査、佐賀県（H22）」の調査検討結

果を踏まえ、長崎県が設定したモ

デル。

○ 国土交通省・内閣府・文部科学省

が平成26年8月に公表した「日本

海における大規模地震に関する調

査検討会」で検討されたモデルの

うち、長崎県内の沿岸に影響が大

きいと考えられるケースを選定。

「新編日本の活断層、活断層研究会
（1991）」より抜粋、加筆

「日本海における大規模地震に関する調査検討
会、国土交通省（2014）」より抜粋、加筆
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（２）災害廃棄物発生量推計 

○ 県内の災害廃棄物等の発生量は、表2-2-1-17のとおり推計される。 

○ 災害廃棄物及び津波堆積物の発生量は、「雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連

動（南縁連動）」の約７，０３３千トンが最も多く、続いて「雲仙地溝北縁断層帯」

の約３，９６０千トンとなる。 

 

表2-2-1-17 災害廃棄物発生量（２７ケース） 

区
分 

想定する災害のケース 
災害廃棄物
発生量 

(t) 

津波 
堆積物 

(t) 

活
断
層
型
地
震 

① 雲仙地溝北縁断層帯 3,959,533  

② 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動） 6,431,485 601,665 

③ 島原沖断層群 338,162  

④ 橘湾西部断層帯 277,991  

⑤ 大村諫早北西付近断層帯 1,163,052 134,785 

市
町
中
心
部
直
下
型
地
震 

① 長崎市（長与町、時津町） 1,677,068  

② 佐世保市（佐々町） 1,100,142  

③ 島原市 567,612  

④ 諫早市 958,697  

⑤ 大村市 1,007,927  

⑥ 平戸市（鹿町町） 310,321  

⑦ 松浦市（江迎町） 430,941  

⑧ 対馬市 199,769  

⑨ 壱岐市 282,616  

⑩ 五島市 335,075  

⑪ 西海市 132,013  

⑫ 雲仙市 1,013,375  

⑬ 南島原市 769,020  

⑭ 東彼杵町（川棚町、波佐見町） 510,126  

⑮ 小値賀町 81,949  

⑯ 新上五島町 263,619  

津
波 

① 南海トラフケース５ 112,881 690,028 

② 南海トラフケース 11 98,695 724,620 

③ 大村-諫早北西付近断層帯【再掲】 (15,332) (134,785) 

④ 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動）【再掲】 (159,738) (601,665) 

⑤ 対馬海峡東の断層 45,548 532,038 

⑥ 西山断層及び北方延長部の断層（F60）大すべり左側 53,689 561,314 

※津波③④の災害廃棄物発生量と津波堆積物は、活断層型地震②⑤に含まれる。 

※各ケースの市町別、ブロック別による推計結果は資料編に記載  
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○ 活断層型地震５ケースにおける種類別災害廃棄物発生量は、表2-2-1-18から表2-2-1-

22のとおり推計される。 

 

表2-2-1-18 種類別災害廃棄物発生量（断① 雲仙地溝北縁断層帯） 

ブロック 
災害廃棄物発生量(t) 

可燃物 不燃物 
コンクリ
ートがら 

金属くず 柱角材 合計 

長崎・西彼 189,959 189,959 548,771 69,652 56,988 1,055,329 

佐世保・県北 29 29 84 11 9 161 

県央・県南 522,728 522,728 1,510,102 191,667 156,818 2,904,043 

下五島 0 0 0 0 0 0 

上五島 0 0 0 0 0 0 

壱岐 0 0 0 0 0 0 

対馬 0 0 0 0 0 0 

合計(t) 712,716 712,716 2,058,957 261,329 213,815 3,959,533 

 

表2-2-1-19 種類別災害廃棄物発生量 

（断② 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動）） 

ブロック 
災害廃棄物発生量(t) 津波 

堆積物 
（ｔ） 可燃物 不燃物 

コンクリ
ートがら 

金属くず 柱角材 合計 

長崎・西彼 545,553 545,447 1,575,032 199,975 163,525 3,029,531 90,032 

佐世保・県北 1,939 1,844 4,701 660 453 9,597 180,871 

県央・県南 612,126 611,308 1,760,581 224,235 182,293 3,390,543 161,809 

下五島 125 120 310 43 30 628 59,697 

上五島 22 20 49 7 5 103 46,867 

壱岐 3 3 6 1 1 13 11,505 

対馬 223 209 515 73 50 1,070 50,885 

合計(t) 1,159,989 1,158,951 3,341,195 424,995 346,356 6,431,485 601,665 
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表2-2-1-20 種類別災害廃棄物発生量（断③ 島原沖断層群） 

ブロック 
災害廃棄物発生量(t) 

可燃物 不燃物 
コンクリ
ートがら 

金属くず 柱角材 合計 

長崎・西彼 0 0 0 0 0 0 

佐世保・県北 0 0 0 0 0 0 

県央・県南 60,869 60,869 175,844 22,319 18,261 338,162 

下五島 0 0 0 0 0 0 

上五島 0 0 0 0 0 0 

壱岐 0 0 0 0 0 0 

対馬 0 0 0 0 0 0 

合計(t) 60,869 60,869 175,844 22,319 18,261 338,162 

 

表2-2-1-21 種類別災害廃棄物発生量（断④ 橘湾西部断層帯） 

ブロック 
災害廃棄物発生量(t) 

可燃物 不燃物 
コンクリ
ートがら 

金属くず 柱角材 合計 

長崎・西彼 49,000 49,000 141,554 17,967 14,700 272,220 

佐世保・県北 0 0 0 0 0 0 

県央・県南 1,039 1,039 3,001 381 312 5,771 

下五島 0 0 0 0 0 0 

上五島 0 0 0 0 0 0 

壱岐 0 0 0 0 0 0 

対馬 0 0 0 0 0 0 

合計(t) 50,038 50,038 144,555 18,347 15,012 277,991 

 

表2-2-1-22 種類別災害廃棄物発生量（断⑤ 大村－諫早北西付近断層帯） 

ブロック 
災害廃棄物発生量(t) 津波 

堆積物 
（ｔ） 可燃物 不燃物 

コンクリ
ートがら 

金属くず 柱角材 合計 

長崎・西彼 3,576 3,515 9,754 1,276 993 19,113 44,701 

佐世保・県北 10,000 9,940 28,317 3,629 2,923 54,808 63,661 

県央・県南 196,200 196,130 566,133 71,895 58,771 1,089,131 26,423 

下五島 0 0 0 0 0 0 0 

上五島 0 0 0 0 0 0 0 

壱岐 0 0 0 0 0 0 0 

対馬 0 0 0 0 0 0 0 

合計(t) 209,776 209,585 604,204 76,800 62,687 1,163,052 134,785 

※市町中心部直下型地震、津波の種類別災害廃棄物発生量の推計は資料編に記載 

  



 

44 
 

２ 風水害による災害廃棄物 

（１）推計方法 

○ 風水害については、河川氾濫時の浸水想定区域が設定された１２河川での推計量を計

算した。 

○ なお、発生量の推計方法については、災害廃棄物対策指針（技術資料）に示された手

法を用いて推計した。 

 

（２）推計結果 

○ 風水害による県内の種類別災害廃棄物発生量は、表2-2-2-1のとおり推計される。 

○ 災害廃棄物発生量は、「本明川・半造川」の約２１８千トンが最も多く、続いて「相

浦川」の約１３９千トンとなる。 

 

表2-2-2-1 種類別災害廃棄物発生量（河川浸水想定区域）１２河川 

河川名 

災害廃棄物発生量(t) 

可燃物 不燃物 
コンクリート

がら 
金属くず 柱角材 合計 

早岐川 2,547 2,491 6,831 936 657 13,462 

宮村川 607 570 1,405 200 135 2,917 

江迎川 1,578 1,577 4,544 612 437 8,749 

佐々川 970 927 2,390 334 230 4,850 

雪浦川 1,133 1,125 3,197 433 307 6,195 

中島川 2,083 1,901 4,282 630 412 9,308 

川棚川 6,039 5,934 16,446 2,245 1,581 32,244 

相浦川 25,124 25,048 71,852 9,695 6,909 138,628 

志佐川 18,793 18,775 54,113 7,290 5,203 104,174 

大上戸川_内田川 5,349 5,083 12,924 1,818 1,243 26,417 

郡川 5,853 5,627 14,758 2,053 1,419 29,710 

本明川・半造川 42,042 40,828 109,896 15,151 10,567 218,484 

※河川浸水による建物被害は資料編に記載 

※各ケースの市町別、ブロック別による推計結果は資料編に記載  
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３ し尿発生量及び仮設トイレ必要基数等の推計 

（１）推計方法 

○ 災害時には停電、断水、上下水道管の破損等により、幅広い区域でトイレが使用でき

なくなる世帯が発生し、簡易トイレや仮設トイレのような災害用トイレが相当数必要

になる。災害用のトイレには様々なタイプがあり、大きく分けると、表 2-2-3-1 のと

おり、①携帯トイレ・簡易トイレ、②マンホールトイレ、③仮設トイレに分類するこ

とができる。 

表 2-2-3-1 災害用トイレの種類 

トイレの種類 特 徴 備 考 

携帯トイレ、簡易トイレ 

 断水、停電、排水不可の状況下におい
ても、水を使わずに使用可能 

 基本的には、屋内のトイレを活用して
使用することができる 

 あらかじめある程度の数を
備蓄しておく必要がある 

 衛生対策、臭気対策が必要 

マンホールトイレ 

 下水道管路にあるマンホールの上に
簡易な便座等を設置して使用する 

 し尿を下水道管路に流下させること
ができるため、臭気・衛生面での管理
が簡易 

 便器の洗浄や、し尿の貯留、流下のた
めの水源が必要 

 鍵・照明等を設置するなどの
安全対策が必要 

 マンホールトイレの形式に
よって特徴が異なるため、そ
れぞれの特徴を把握してお
く必要がある 

仮設トイレ 

 繰り返し使用でき、堅牢な作りとなっ
ている 

 平常時からイベント等で使用されて
いるため、多くの人が知っている 

 調達に時間がかかる 
 汲み取りを行う必要がある 

 

○ 発災直後に、災害用トイレを確保することができない場合には、緊急避難的対応とし

て応急トイレの活用も考えられる。 

○ また、断水によりトイレが使えなくなった場合（下水道は問題ない場合）には、外部

から水洗用水を供給することにより、トイレを使用できる場合があるが、その際に

は、バケツ等にバケツ１杯分程度（６～８L）の水をくみ、直接『便器内』へ流し入れ

て、便器の洗浄を行い、タンクの中に水を入れることは避ける。排水管の途中に汚物

が停滞することを防ぐため、２～３回に一度は、多めの水（１０～１２L）を流して対

応するものとする。 

○ なお、マンホールトイレの設置・運用については「マンホールトイレ整備・運用のた

めのガイドライン（国土交通省作成）」を参考にする。 
 

※応急トイレ（ビニール袋と新聞紙で作る簡易トイレ） 

1) 段ボール箱に穴を開け、ポリ袋を入れて簡易トイレを作る。 

2) 中に、丸めてシワを作った新聞紙を広げ、端を少し折り曲げて入れる（二重にするのが望ましい）。新

聞紙をしわくちゃにすることによって、袋の中でなじみやすくなり、吸収しやすくなる。 

3) 用をすませたら、中の空気を抜いて口を縛り、決められた場所に捨てる。 

4) トイレの便器が使える場合には、便器に同じくポリ袋と新聞紙をかぶせて利用することで、衛生状態

を保つことができる。 

※消臭効果のあるもの（例）消臭剤、おがくず、猫のトイレ用砂 等）をかけるとなおよい 
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○ 生活環境の悪化は、感染症の発生・蔓延など健康被害の発生につながることがあるた

め、発災後には一刻も早く避難所等のトイレの整備・衛生対策を行い、避難者等の身

体・精神の両面の負担軽減を図る必要がある。 

○ そこで、各ケースにおける避難者数及びライフラインの被害状況等を想定し、市町別

に仮設トイレ必要人数、仮設トイレ必要基数、し尿発生量を推計する 

○ 避難所等に設置された仮設トイレから発生するし尿の発生量及び仮設トイレの必要基

数は、技術資料【技1-11-1-2】避難所ごみの発生量・し尿必要処理量で示された、以

下の手法で推計する。 
  

＜し尿発生量の推計方法＞ 

【前提条件】 

・断水のおそれがあることを考慮し、避難所に避難する避難者全員が仮設トイレを利用する。 

・断水により水洗トイレが使用できなくなった在宅住民も、避難所の仮設トイレを使用すると仮定する。 

・断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち半数とし、残り半数の在宅住民は給

水、井戸水等により用水を確保し、自宅のトイレを使用すると仮定する。 

し尿収集必要量（し尿発生量）＝災害時におけるし尿収集必要人数×１人１日平均排出量 

       ＝（①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）×③１人１日平均排出量 
 

①仮設トイレ必要人数＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数 

避難者数  ：避難所へ避難する住民数 

断水による仮設トイレ必要人数＝｛水洗化人ロ－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝ 

                ×上水道支障率×１／２ 

水洗化人口 ：平常時に水洗トイレを使用する住民数 

 （下水道人口、コミュニティプラント人口、農業集落排水人口、浄化槽人口） 

  （平成 27 年度一般廃棄物処理実態調査（平成 29 年 3月 環境省）による値を利用） 

総人口   ：水洗化人口＋非水洗化人口 

上水道支障率：地震による上水道の被害率 

１／２   ：断水により仮設トイレを利用する住民は、上水道が支障する世帯のうち 

      約１／２の住民と仮定。 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲取人ロ－避難者数×（汲取人口／総人口） 

汲取人口  ：計画収集人口 

③１人１日平均排出量＝１．７Ｌ／人・日 
 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-2 

 

＜仮設トイレの必要基数の推計方法＞ 

 仮設トイレ必要設置数＝仮設トイレ必要人数／仮設トイレ設置目安  

仮設トイレ設置目安＝仮設トイレの容量／し尿の１人１日平均排出量／収集計画） 

 仮設トイレの平均的容量 ：４００Ｌ 

 し尿の１人１日平均排出量：１．７Ｌ／人・日 

 収集計画：３日に１回の収集（１／３回／日） 
 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-2 

 



 

47 
 

（２）推計結果 

○ 仮設トイレ必要基数及びし尿発生量は、表 2-2-3-1 のとおり推計される。 

表2-2-3-1 仮設トイレ必要基数及びし尿発生量推計結果２７ケース 

区
分 

想定する災害のケース 
仮設トイレ 
必要基数 
（基） 

し尿 
発生量 
(kℓ/日) 

活
断
層
型
地
震 

① 雲仙地溝北縁断層帯 5,966 1,249 

② 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動） 7,394 1,422 

③ 島原沖断層群 846 653 

④ 橘湾西部断層帯 2,520 875 

⑤ 大村諫早北西付近断層帯 4,417 1,094 

市
町
中
心
部
直
下
型
地
震 

① 長崎市（長与町、時津町） 2,823 945 
② 佐世保市（佐々町） 1,606 766 
③ 島原市 277 602 
④ 諫早市 1,050 702 
⑤ 大村市 1,020 702 
⑥ 平戸市（鹿町町） 128 589 
⑦ 松浦市（江迎町） 193 596 
⑧ 対馬市 124 588 
⑨ 壱岐市 111 589 
⑩ 五島市 164 593 
⑪ 西海市 189 601 
⑫ 雲仙市 517 626 
⑬ 南島原市 266 599 
⑭ 東彼杵町（川棚町、波佐見町） 341 615 
⑮ 小値賀町 29 581 
⑯ 新上五島町 97 584 

津
波 

① 南海トラフケース５ 139 597 

② 南海トラフケース 11 116 593 

③ 大村-諫早北西付近断層帯【再掲】 （18） （581） 

④ 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動）【再掲】 （77） （588） 

⑤ 対馬海峡東の断層 28 582 

⑥ 西山断層及び北方延長部の断層（F60）大すべり左側 31 582 

水
害 

① 早岐川 22 581 

② 宮村川 4 579 

③ 江迎川 3 579 

④ 佐々川 8 579 

⑤ 雪浦川 4 579 

⑥ 中島川 13 580 

⑦ 川棚川 27 582 

⑧ 相浦川 52 585 

⑨ 志佐川 18 580 

⑩ 大上戸川・内田川 33 582 

⑪ 郡川 32 582 

⑫ 本明川・半造川 274 609 

※津波③④の仮設トイレ必要基数及びし尿発生量は、活断層型地震②⑤に含まれる。 

※各ケースの市町別、ブロック別による推計結果は資料編に記載  
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４ 避難所ごみ発生量の推計 

（１）推計方法 

○ 避難所から発生する避難所ごみは、支援物資の食品包装や紙くず等の生活系可燃ごみ

が主体と考えられる。 

○ このため、平成２７年度の一般廃棄物処理実態調査（環境省）結果から、生活系可燃

ごみの１人１日当たりの排出量を求め、それに避難者数を乗じる方法により、１日あ

たりの避難所ごみ発生量を推計した。 

 

  

【前提条件】 

・ 在宅世帯以外に避難所からの増加分が加わる。 

・ 避難者数に原単位を乗じて生活ごみの発生量を推計する。 

・ 原単位は、収集実績に基づき設定する。 

 

 避難所ごみの発生量＝発生原単位（ｇ/人・日）×避難者数（人） 

 

発生原単位は、27 年度一般廃棄物平成処理実態調査による家庭系可燃ごみの 1 日 1 人あた

り発生量（市町別。県全体では 473.5g/人・日）を用いた。 

出典：環境省「災害廃棄物対策指針」技術資料 1-11-1-2  
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（２）推計結果 

○ 避難者数及び避難所から発生する避難所ごみは、表 2-2-4-1 のとおり推計される。 

表2-2-4-1 避難所ごみ発生量の推計結果２７ケース 

区
分 

想定する災害のケース 
避難者数 
（人） 

ごみ 
発生量 
(t/日) 

活
断
層
型
地

震 

① 雲仙地溝北縁断層帯 333,075  172.7 

② 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動） 453,458  
 

231.0 
 ③ 島原沖断層群 47,607  28.6 

④ 橘湾西部断層帯 169,740  84.4 

⑤ 大村諫早北西付近断層帯 278,055 137.9 

市
町
中
心
部
直
下
型
地
震 

① 長崎市（長与町、時津町） 88,451  42.0 

② 佐世保市（佐々町） 65,936  29.0 

③ 島原市 14,849  9.1 

④ 諫早市 50,037  25.7 

⑤ 大村市 53,098  26.7 

⑥ 平戸市（鹿町町） 6,305  3.2 

⑦ 松浦市（江迎町） 11,611  6.3 

⑧ 対馬市 5,825  3.1 

⑨ 壱岐市 4,606  2.2 

⑩ 五島市 7,124  5.0 

⑪ 西海市 7,434  3.4 

⑫ 雲仙市 33,634  18.1 

⑬ 南島原市 14,917  10.1 

⑭ 東彼杵町（川棚町、波佐見町） 25,447  11.7 

⑮ 小値賀町 1,828  1.1 

⑯ 新上五島町 5,912  4.6 

津
波 

① 南海トラフケース５ 10,934  5.2 

② 南海トラフケース 11 9,093  4.3 

③ 大村-諫早北西付近断層帯【再掲】 （1,446）  （0.7） 

④ 雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動（南縁連動）【再掲】 （6,019）  （3.6） 

⑤ 対馬海峡東の断層 2,222  1.2 

⑥ 西山断層及び北方延長部の断層（F60）大すべり左側 2,456  1.3 

水
害 

① 早岐川 1,733  0.8 

② 宮村川 331  0.1 

③ 江迎川 247  0.1 

④ 佐々川 596  0.3 

⑤ 雪浦川 316  0.1 

⑥ 中島川 1,015  0.5 

⑦ 川棚川 2,128  1.0 

⑧ 相浦川 4,092  1.8 

⑨ 志佐川 1,381  0.8 

⑩ 大上戸川・内田川 2,556  1.2 

⑪ 郡川 2,471  1.2 

⑫ 本明川・半造川 21,481  11.5 

※津波③④の避難者数及び避難所から発生する避難所ごみは、活断層型地震②⑤に含まれる。 

※各ケースの市町別、ブロック別による推計結果は資料編に記載  




